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令和4年度地方創生推進交付金事業等について
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地方創生の取組の経過～切れ目ない取組を推進～
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部分はDX関連施策 資料４
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※ウェルビーイング＝人が健康で幸せに暮らす状態

デジタルでつながる未来都市
～Move forward！八代～

八代市デジタル化推進基本計画 概要版
１．計画の趣旨・基本方針 ２．目指すまちの姿 ３．計画の全体像
先端技術を用いた地域課題の解決に向けて、大胆な変革と
新たな価値の創造を進めるために本計画を策定します。

進化し続ける、将来に渡り持続可能で魅力ある選ばれるまち“スマートシティやつしろ”を目指します。
計画の位置づけ

計画の構成

誰でもデジタルを
使えるまち

いつでもどこでも
つながるまち

いろんな人が新しい
サービスを
つくりだすまち

デジタル社会の実現に向けた八代市基本方針

基本
理念

取
組
の
方
向
性

「安全・安心で、持続的に発展するまち
“スマートシティやつしろ”」

地域課題の解決

行政サービスの変革

協働と連携によるデジタル社会の実現

外部環境
少子高齢化 人口減少
自然災害への対応
新しいICTの発展

社会情勢の変化
モバイル端末の普及
新型コロナウイルス感染拡大
行政のデジタル化への要請

国・県の動向

IT新戦略
デジタル庁の新設
自治体ＤＸ推進計画の策定
デジタル田園都市国家構想

市の課題

ICTを活用した取組の不足
デジタルデバイド対策

ウェルビーイングライフの実現

５．進捗管理の概要
PDCAサイクルとOODA（ウーダ）ループを用いて、効率的か
つ実効的に実施していきます。

本市の全ての計画を下支えするものとして位置づけます。

「基本計画」と、「実施計画（アクションプラン）」で構
成します。

４．重点取組
重点取組①
大規模災害時等における情報収集・提供体制の再構
築及び避難所運営の効率化（防災）

マイタイムライン等のデジタル化、避難所
運営などへのデジタル技術の活用や確実
な情報伝達体制の再構築など、スマート防
災の取組を強化します。

重点取組②
スマートフォンやマイナンバーカードを活用したオンライン申
請の拡大、公共施設オンライン予約等、デジタル市役所の
推進（市民サービス）

あらゆる行政手続きにおいて、マイナンバーカードを活
用し、行政サービスの完全オンライン化を進め、「デジタ
ル市役所」の実現に向けた取組みを推進します。

重点取組③
デジタル技術を活用した医療サービスの提供（医療・保健・
福祉）

デジタル技術の活用による医療提
供を行えるようオンライン診療や医
療機関の配車、患者の診察予約を
速やかに行えるようなMaaSの導入
も検討します。

重点取組④
稼げる農業の構築及び担い手確保に向けたスマート農
業推進プロジェクトの実施（農業）

農業従事者の立場から、本来の解決すべき課
題の特定、農業者の所得向上及び省力化に繋
がる新たなスマート農業技術の実証実験を行い、
農業従事者との共創によるプロジェクトを実施
します。

 

 

デジタル化推進にお

ける基本的な考え方 

基本方針の実現に向

けた大きな方針 

基本方針に基づき取

り組むべき内容 

施策を構成する個別具

体的な取り組み 

デジタル化推進

基本計画 

デジタル化推進 

アクションプラン 
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デジタル田園都市国家構想基本方針（骨子案）
 コロナ禍で地方を巡る社会経済状況が大きく変化していることに加え、デジタルインフラの飛躍的な整備の進展、テレワークをはじめとしたデジタル技術利活用の浸透な
ど、地方に住みながら様々な情報・サービスを利用できる環境が整いつつあり、デジタル技術を活用する機運が急速に高まっている。
⇒デジタルの力を活用して地方創生にかかる取組を一層高度かつ効率的に推進することによる地方活性化を図る環境が整いつつあり、これを機に、デジタル田園都市国
家構想の実現を目指す。

 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。特に、データ連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取
り組む。その際、KPIを設定して進捗管理を行いつつ、取組の着実な推進を図る。地方は、自らが目指す理想像を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進。

 構想の実現により、地方におけるしごとの創出、暮らしの向上、持続可能性の向上、Well-beingの増大などを通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会
を目指し、地方から全国へとボトムアップの成長とともに、東京圏への一極集中の是正を図る。

 デジタルの力を活用した地域の課題解決
〇 地方にしごとをつくる
（例）スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX、スマート農林

水産業、観光DX 、地方大学を核としたデジタル実装等

〇 ひとの流れをつくる
（例）「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口、二地域居住等の推進、

サテライトキャンパス等

〇 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
（例）母子オンライン相談、母子健康手帳アプリ、子どもの見守り支援等

〇 魅力的な地域をつくる
（例）GIGAスクール・遠隔教育、遠隔医療、ドローン物流、自動運転、MaaS、

インフラ分野のDX 、3D都市モデル整備・活用、文化芸術DX、防災DX等

 これまでの取組
〇 地方にしごとをつくる
（例）地域を支える産業の振興、農林水産業の成長産業化、中小企業の

生産性向上、観光振興、地域における脱炭素化等

〇 ひとの流れをつくる
（例）地方移住の推進、関係人口創出・拡大、地方への人材支援・

インターンシップ推進、政府関係機関の地方移転、
魅力ある地方大学の実現、高校生の地域留学等

〇 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
（例）女性活躍の推進、少子化対策の推進等

〇 魅力的な地域をつくる
（例）地域交通の維持・確保、医療機能の確保、SDGsを通じた持続可能な

まちづくり、地域防災の確保等

解決すべき地方の課題 （地方にこそ、デジタルで解決すべき課題がある）
・東京圏への一極集中の是正 ・少子高齢化への対応 ・地域経済の活性化 ・教育の質の維持・向上 ・適切な医療水準の確保 等

デジタル実装
を通じて、
地域の課題解
決・魅力向上
の取組を、
より高度・効
率的に推進

地
方
活
性
化
・
地
方
か
ら
の
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
の
成
長

【構想の実現に向けた今後の進め方】
５月下旬～ デジタル田園都市国家構想基本方針案のとりまとめ（第８回デジタル田園都市国家構想実現会議） ⇒ 閣議決定
年末 デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定（まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂）

－コロナ禍やデジタル技術の浸透・進展など状況の変化を踏まえ、2024年度までの地方創生の基本的方向を定めたまち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改正し、構想の中長期的な
基本的方向を提示するデジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）を策定。

⇒地方公共団体は、新たな状況下で目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂し、具体的な取組を推進。
（国は、地方版総合戦略に基づく取組について、交付金などさまざまな施策を活用して支援）

脱炭素先行地域スマートシティ 「デジ活」中山間地域 SDGｓ未来都市産学官協創都市

（構想の実現に向けた地域ビジョンの提示） 国は地方の取組を促すため、構想を通じて実現する地域ビジョンを提示。

 デジタル基盤の整備
2023年度までの５Gの人口カバー率95%達成や、デジタル田園都市スーパーハイウェイの整備など、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の実行
等を通じてデジタル基盤整備を推進。国主導の下、データ連携基盤等を全国に実装。マイナンバーカードの普及を促進するとともに、利用を拡大。

 デジタル人材の育成・確保

デジタル技術による地域の課題解決をけん引するデジタル推進人材について、2026年度までに230万人育成。「デジタル人材地域還流戦略パッケージ」に
基づき、人材の地域への還流を促進

 誰一人取り残されないための取組

デジタル推進委員を全国展開するなど、誰もがデジタルの恩恵を享受できる「取り残されない」デジタル社会を実現

 従来からの地方創生施策もデジタルシフトしつつ引き続き推進



地方創生推進交付金 採択事業一覧
事業名

（交付金対象事業名
称）

概要 実施
年度

予定総事業費
(千円)

R４年度交付金対象
事業経費
(千円)

R４年度採択額
（千円）

①アフターコロナを見
据えたアウトドアツーリ
ズム振興による関係人
口の創出(新規)

アフターコロナを見据え、豊かな自然・歴
史・文化を活かしたサイクリング、キャンプ
等の体験型のアウトドアツーリズムを通して
関係人口の創出を図るとともに観光地とし
てのブランド力を強化するための事業を展
開するもの。

R4～6
年度

86,000

（うち、氷川町・芦北町
事業分4，144
含む）

10,000 5,000

②スマート農業技術の
導入を軸とした担い手
不足の解消と農業所得
の向上(新規)

担い手の確保及び農業従事者の収益力向
上のため、農作業へのスマート農業技術の
導入に向けた調査・研究事業及びモデル地
区等を対象に実証事業等を実施するもの。

R4～6
年度

49,486 11,930 5,965

③デジタル医療MaaS
推進事業(新規)

令和2年7月豪雨災害により、無医地区状
態となった坂本町において、移動診療車や
遠隔医療機器を導入し、モバイルクリニック
を実施するもの。

R4～6
年度

61,833 16,171 8,085

④ＤＸによる八代圏域
ツナガル推進事業(継
続)

八代圏域雇用促進センターを主体として、
圏域（八代市、氷川町、芦北町）内企業の
情報発信や学生のキャリア教育の推進等
を行い、若い世代が定着・移住したくなる環
境を創出することで、圏域内産業の活性化
を目指すもの。

R3～5
年度

48,175

（うち、氷川町・芦北町
負担金7，226含む）

16,470

（うち、氷川町・芦北町
負担金の2,470含む）

7，000

⑤ウエルネスフードを
核とした商流拠点づくり
プロジェクト(継続)

ウェルネスフードを核とした国内外販路拡
大のための商流拠点機能を道の駅等へ構
築するとともに、海外販路拡大に向けた
マーケット開拓支援やセールスプロモーショ
ンを実施するもの。

R3～5
年度

65,778 21,980 10,990

資料４
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①アフターコロナを見据えたアウトドアツーリズム振興による関係人口の創出（新規）
アウトドアツーリズム構築事業
⚫ 新型コロナウィルス感染症により、観光入れ込み客数、宿泊客数が激減。
⚫ 八代及び芦北・水俣サイクルツーリズム推進協議会が発足したがサイクリスト受け入れ環境が未整備。
⚫ 八代市の観光資源は点在しているが、周遊を促すための二次交通が脆弱。
⚫ 氷川・芦北を含め、キャンプ地・アウトドアコンテンツが複数存在するものの、PRが不足。

⚫ 観光マーケティング調査に基づく戦略的な観光施策の展開。
⚫ ライトユーザー層、初心者が気軽にキャンプ・サイクリングが楽しめる地域を構築。
⚫ 圏域への出発点となるJR新八代駅へアウトドアファン層を受け入れるための拠点施設を整備。
⚫ 連携自治体による推進協議会を立ち上げ、圏域のアウトドアコンテンツのPRを実施。

課
題

対
応
策

【事業内容及びイメージ写真】
・観光マーケティング調査及び観光戦略策定
・アウトドア拠点となる拠点整備
・レンタサイクル、キャンプ用品のレンタル事業
・道の駅等へのサイクリスト受け入れ環境の整備
・車泊用設備の導入
・体験型観光のプロモーション、ブランディング

【施策による効果】
〇Withコロナ、アフターコロナ下での誘客
〇アウトドアファン層との関係構築
〇自転車による二次交通強化
〇周遊性の向上、滞在時間の延長
〇企業との協定、ワーケーション等の誘致

資料４
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②スマート農業技術の導入を軸とした担い手不足の解消と農業所得の向上（新規）
農作業用デジタル機材の導入に向けた調査研究、実証事業
⚫ 平成7年からの比較では、農家数は約1,900戸減少(△31%)、農業就業人口は約6,400人減少
(△49%)と減少傾向が続き、農業従事者の担い手確保・育成が大きな課題(※平成27年度実績との比較)

⚫ トマト、生姜等の豊富な農産物が生産を有するものの、消費者のニーズに応えた農産物の安定的な提
供や、生産技術と供給体制の確立、更には収益拡大による農業従事者の所得向上も課題

⚫ 担い手確保・育成、稼げる・魅力ある農業構築に向け、特に若手・女性農業者が希望する生産技術や収
益確保のためのニーズ調査を実施

⚫ 農作業の負担軽減や効率化推進のため、農業者が希望するスマート農業技術を導入・実証実験を実施

課
題

対
応
策

【事業概要及びイメージ図】
• 若手農業者等による「スマート農業の推進に向けたリビングラボ」を開催し、多面的に理解を深め、学びあい解決策を提案。
• リビングラボで得られた結果やアンケート調査を基に、スマート農業技術を導入し、モデル地区で実証実験を実施。

※ソフトバンク㈱提供資料から一部抜粋

共に考え、試行し学
びあうことで

クリエイティブな解決
策が生まれる

農業の課
題を深く理
解する

農業の現
場でデジ
タル技術
を実証す
る

多様な視
点からの
農業を理
解する

農業者 農業団体、企業

＜ドローン＞

作業現場に
根付いたアイ
デア、提案

解決に役立つ
デジタル技術、
スマート農業
技術等

農作業で使い
やすい機能、
インターフェイ
ス等

＜ロボットトラクタ＞

＜センサー＞ ＜無線遠隔草刈機＞

リビングラボの
提案等を踏ま
えてスマート農
業技術を導入・
実証

日々の農作
業で感じる
ニーズ、問題
意識

【リビングラボ】

※リビングラボ：新しい技術やサービス開発にて、ユーザや市民も参加する共創活動のこと。

資料４
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③デジタル医療MaaS推進事業（新規）
オンライン診療・服薬指導、医療MaaS

⚫ 坂本町は現在医療機関がなく、高齢者や交通弱者が多い地域のため住民の負担となっている
⚫ 巡回診療や往診が行われているものの、移動についてなど医師の負担となっている
⚫ 医療提供体制の確保に向けて医療関係機関と協議中ではあるが、今しばらくの時間が必要

⚫ 坂本支所周辺への医療提供体制確立に向けて、きめ細やかな医療サービスを提供する必要
⚫ 患者の移動負担軽減や往診回数の縮減による医師の負担の軽減を考慮した医療を提供

課
題

対
応
策

診療車

診療車

診療車

診療車

診療車

診療車

診療車

診療車

診療車

医療機関

坂本町

車両・看護師・ドライバー

【事業概要及びイメージ図】
• 遠隔医療機器を装備した移動診療車に看護師が乗車し、テレビ会議システムにより市街地にいる医師が患者を診察。
• 配車予約システムにより、医師がオンライン診療のスケジュールに応じ、効率的なルートで地域や患者宅を巡回。

●八代市
●熊本県
●八代郡医師会
●八代市内医療機関
●八代保健所
●交通事業者

＜連携＞ 巡回イメージ

インターネット

テレビ会議システム
医療系情報共有システム

モバイルクリニック

資料４
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ＵＩＪターンでの就業人数の増加率
２．５０％／年

【事業期間】令和3年度～5年度 【連携先市町村】氷川町、芦北町

現状・課題 事業の全体像

八代市では、2019年から若年者からの求職が多い情報通信関連

企業の誘致やコワーキングスペース、プログラミングスクールの開設
を支援し、新たな雇用の創出と人材育成に力を入れている。

このような中、全国的にＤＸの機運が高まり、個人や企業の中でも
ＤＸの必要性に対する認知は高まっているものの、ビジネスにどのよ
うにつなげていくか、具体的な方向性が定まっていない圏域内企業
が多い。また、企業が求めるレベルに達しているＩＴリテラシーの高い
人材の不足やＤＸをサポートする企業が圏域内に少ないことが課題
となっている。

圏域内企業の魅力発信及び学生のキャリア教育推進、雇用の受
け皿確保のため、２０１６年に八代市及び圏域内経済団体で設立し
た「一般社団法人 八代圏域雇用促進センター」が主体となり、若年
者の圏域内定着及び移住事業を一体的に展開し、また、企業価値
の向上並びに雇用の確保を目的とした事業も併せて実施する。
【目指す将来像】

若い世代を引き寄せる魅力を発信し、新たなビジネス及び雇用機
会を
創出することで圏域内産業の活性化を目指す

①就職ガイダンスの実施

②やつしろオシゴト図鑑の発行

③圏域内高校におけるＩＴ人材

育成事業等への支援

④高校就職指導教諭等との連携

人への支援

若年者の圏域内定着への対策
（圏域内企業の魅力発信等）3,750千円企業への支援

①セミナーの開催

②ＤＸサポーターの認定

③ICTによる販売促進活動支援

圏域内企業のＤＸ推進：6,700千円

事業の具体的な内容

人への支援

①ターゲットに即した情報発信媒体の構築・

活用

②オンライン相談会の実施

③企業とＵＩＪターン者のマッチング

・オンライン開催 ・就職フェアへの参加

④ＵＩＪターン者等に対する個別支援

ＵＩＪターン者等の支援：2,600千円

目 標
※単年度増加分

２０歳～３９歳人口の八代圏域への定着率

１．００％／年

オフィス系職種の有効求人倍率
０．０３倍率／年

令和3年度事業費：15,685千円
※芦北町単独実施分は除く

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ等誘致支援：2,635千円

DX：DX（デジタルトランスフォーメーション）とは、企業が避けて通れないデジタル技術による業務やビジネスの変革

ITリテラシー：通信・ネットワーク・セキュリティなど、ITにひも付く要素を理解する能力、操作する能力

④ＤＸによる八代圏域ツナガル推進事業（継続） 資料４
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地域農林水産物等を活用した新たな取組みとして、世界的なウェルネス(健康)市場の高まり中、注目されているウェ
ルネスフード（※）を核とした販路拡大のための拠点づくりに取り組むことにより、国内はもとより今後拡大してい
く海外へのビジネス展開を図るとともに、地域食関連産業並びに地域の活性化を図る。

事業の目的

◇ 事業のイメージ

※ウェルネスフード おいしく健康増進できる食品を指す。2021年東京オリンピックに向けてスポーツや健康への関心が高まっていること、
また高齢者向けの健康増進市場が拡大していることからウェルネスフードが注目されている。

◇ 高付加価値化
◇ 認知度向上

① ブランディング

◇ 地域食産業の連携強化
◇ 人材育成

◇ 販売の拡大
◇ 雇用の拡大
◇ 設備投資等の拡大

③ 食関連産業の発展② 組織力強化

事業概要

事業効果

市総合戦略

＜働きたいまち＞
稼げる農林水産業の推進

〇 国内外への販路拡大
〇 商品開発と拠点づくり

連携

拠点（物産館・道の駅等）

健康
商品

事業期間：令和３年度 ～ 令和５年度

事業項目：① 商流拠点整備事業
② 輸出促進事業
③ 販路開拓サポート事業

事業名 ：ウェルネスフードを核とした商流拠点づくりプロジェクト

事業期間：令和３年度 ～ 令和５年度

事業項目：① 商流拠点整備事業

② 輸出促進事業

③ 販路開拓サポート事業

※日本貿易振興機構HPより引用

年度 2021年度 2022年度 2023年度

内 容
〇国内外の販路拡大に向けた拠点づくり

〇専門的知識を有する人材の育成

〇輸出促進及び販路開拓サポート

〇市農林水産物を活用した新商品の開発

⑤ウェルネスフードを核とした商流拠点づくりプロジェクト（継続） 資料４
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